
４　事務事業執行概要
概　　　要
人事委員会事務局では、公平かつ中立の人事行政機関として、地方公務員法（昭和25年法律第261号）の適正な執行を確保し、その目的を達成するため、各任命権者との調整を図りながら、次のとおり公平かつ適切な事務処理に努めた。 
職員の採用については、求める人材像に適合した職員を採用するために競争試験（行政、技術）を実施した。また、適正な能力実証に基づき、主査級昇任考査を実施した。
　　不利益処分に関する審査請求事案及び勤務条件に関する措置要求事案の審査については、事案の複雑化傾向に対応し、職権審理主義に基づく準備手続や口頭審理などの的確な実施に努め、公平かつ迅速な処理に精力的に取り組んだ。

　　また、職員の勤務条件その他の人事管理に関する苦情相談の処理にあたっては、適正かつ迅速に実施した。

次に、職員の給与及び勤務条件については、府内民間給与及び職員給与の実態調査の結果及び国家公務員給与に関する人事院勧告の内容等を踏まえ、給料表の改定について勧告を行うとともに、「給与勧告の意義とあるべき給与」、「職員の意欲・能力の向上に向けた取組み」、「有為な人材の確保」、「働きやすい職場環境の構築」、「公務員制度をめぐるその他の諸課題」、「あるべき人事行政に向けて」について本委員会としての意見を提示した。

また、職員の給与その他の勤務条件に関する条例の制定及び改廃について議会に意見を申し出るとともに、給与及び勤務条件に関する条例の施行に必要な規則及び運用通知の整備と各任命権者からの協議及び承認申請の適正な処理を行った。

労働基準監督機関としては、所管の事業場に対して各種の調査や指導等を実施し、各職場の安全衛生管理体制の一層の充実に努めた。
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